
公立大学法人横浜市立大学発ベンチャーの支援に関する規程 第１号様式（第６条）

大学発ベンチャー支援申請書（初回・再）

年 月 日

公立大学法人横浜市立大学理事長 様

申請者氏名					
住所〒					
電話					
Email					

関与教員（学生）氏名　　　　　　		
所属・職位			　　　　	
連絡先Mail　　　　　　　　　　　　　　　　

企業の情報（起業前は予定を記載）
	企業名
	代表者名
	設立年月日
	所在地


	

	
	
	



１　希望する支援の内容
	希望支援
	具体的な支援内容

	(1)称号の使用
	☐　横浜市立大学発認定ベンチャー
☐　横浜市立大学発ベンチャー
☐　不要

	(2) 本学の商標使用
	☐　必要
☐　不要

	(3)本学の施設および研究設備の使用
	☐　必要（以下に具体的な内容記載してください）
　　　施設（　　　　　　　　　　　　　）
　　　設備（　　　　　　　　　　　　　）
☐　不要

	(4)法人登記上の住所を横浜市立大学住所とすること
	☐　必要
☐　不要

	(5)法人の郵送物配送先住所使用
	☐　必要
☐　不要

	(6)本学が所有する知的財産権、ノウハウ等の使用に関する優遇措置
	☐　必要（以下に具体的な内容記載してください）
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）
☐　不要

	(7)その他
	





２　支援希望期間（第５条のとおり）
年 月 日 から 年 月 日 まで
※支援済み期間がある際は、以下に記載
年 月 日 から 年 月 日

３　設立における出資者（役職予定者・出資金額等。申請者を含む。）
	氏　名
	横浜市立大学での所属・役職（有る場合）
	企業での役職名
（予定含む）
	上段：出資金額
下段：持株数

	
	
	
	円
株

	
	
	
	円
株

	
	
	
	円
株

	

	
	出資金総額　　　　　　円
発行株数総計　　　　　円



４　事業内容（解決可能な社会課題含む）




５　ビジネスモデル（競争優位性等含む）




６　支援希望の理由





７　事業化計画・スケジュール
起業準備期間は、事業化しようとする研究内容を記載してください。企業設立後は
資金調達予定や黒字化予定時期等も記載してください。
	期間（年月～年月）
	研究・事業等の実施概要
	備考

	＜起業準備期間＞





	
	

	＜創業後＞





	
	

	





	
	

	





	
	



８　申請区分確認
公立大学法人横浜市立大学発ベンチャーの支援に関する規程第２条における申請区分で、あてはまる項目に☑を入れてください。
☐（1）本学で達成された研究成果又は習得した技術等に基づくもの
☐（2）本学の教職員等（本学の教員及び職員（客員教員等、非常勤職員を含む。）を
　　　 いう。以下同じ。）又は学生等（学部生、大学院生、研究生、研究員その他本
学において教育・研究に携わる者をいう。以下同じ。）が所有する知的財産権
をもとに設立又はその設立に深く関与するもの
☐（3）本学の教職員等又は学生等がベンチャー企業の者となる、若しくはその設立に
　　　 深く関与するもの。ただし、教職員等においては兼業規程にて許可された内容
であること。
☐（4）本学の教職員等又は学生等であった者が、退職、卒業又は修了の後、原則とし
　　　 て３年以内にベンチャー企業等の設立者となる、若しくはその設立に深く関与
するもの
　　＜当時の所属・役職等＞
	氏名
	当時の所属
	役職・身分等

	
	
	

	
	
	

	
	
	



９　留意事項確認（以下留意事項について確認した場合は☑を入れてください。
☐(1)審議の結果、希望通りとならないことを理解している
　☐(2)公立大学法人横浜市立大学発ベンチャーの支援に関する規程の内容を理解し
遵守する
　☐(3)本学の施設や設備の利用時は学内のルールに則り利用料を支払うこと等を理解
している
　☐(4)利益相反の観点から、施設・設備の無断利用や学内の通信機器の利用等ができ
ないことを理解している
　☐(5)大学発ベンチャーを実施することで、本務（教員の場合は教育・研究活動、学生
の場合は単位取得等）に支障が出ないようにすることを理解している。
　☐(6)【教員が起業する場合】大学発ベンチャーミニセミナーを聴講した。
　　　　聴講した内容を以下に記載して下さい。
	


　☐(7)【学生が起業する場合】担当教員及び学部長・研究科長の承認を得ている。
	区分
	日付
	教員サイン

	担当教員
	
	


	学部長・研究科長
	
	




　　　 


公立大学法人横浜市立大学発ベンチャーの支援に関する規程 第２号様式（第８条）

大学発ベンチャーへの支援の決定通知

年 月 日
（管理番号：）

　　　　　　　　　　　様

公立大学法人横浜市立大学理事長
[bookmark: _Hlk172792233]（公印省略）


年 月 日付けで申請のあった第1号様式「大学発ベンチャー支援申請書」に対して大学発ベンチャー支援については、下記のとおり支援することとしたので通知します。

記

１　決定した支援内容
　　（企業名がある場合は「企業名〇〇に対して」）以下の通り支援を行う。






２　支援期間
年 月 日 から 年 月 日 まで

３　その他
支援の取消しその他支援に関する条件は、公立大学法人横浜市立大学発ベンチャー
支援に関する規程に記載のとおりとする。



公立大学法人横浜市立大学発ベンチャーの支援に関する規程 第３号様式（第８条）

大学発ベンチャーへの不支援の通知

年 月 日
（管理番号：）

　　　　　　　　　　　様

公立大学法人横浜市立大学理事長
（公印省略）

年 月 日付けで申請のあった第1号様式「大学発ベンチャー支援申請書」については、申請内容を慎重に審議した結果、下記の理由により支援しないこととしたので通知します。



記

（理由）






公立大学法人横浜市立大学発ベンチャーの支援に関する規程　第４号様式（第10条）

大学発ベンチャー事業報告　

 年　　 月　　 日
公立大学法人横浜市立大学理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　（大学発ベンチャー代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　法人名：
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所：
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ：
　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：
　　　　　　　　　　　　　　　
　公立大学法人横浜市立大学発ベンチャーの支援に関する規程第10条第１項の規定により、下記のとおり事業報告をいたします。
記
	提出書類
	☐ 事業報告書（以下のいずれかの資料） ※提出必須資料
[bookmark: _Hlk170134435]☐ 株主総会等で報告される、会社施行規則第117条から126条に係る内容が記載された事業報告書の写し
☐ 直近の事業年度における活動状況について、次の内容を簡潔に記載したもの（自由様式）。①事業の経過及びその成果②資金調達等についての状況（重要なものに限る）③直前三事業年度の財産及び損益の現状④対処すべき課題⑤主要な事業内容⑥主要な営業所及び工場並びに使用人の状況⑦重要な親会社及び子会社の状況⑧主要な借入先及び借入額⑨余剰金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方針⑩その他会社の現況に関する重要な事項⑪株式に関する事項⑫新株予約権等に関する事項⑬業務の適性を確保するための体制に関する事項
☐ 決算書類 ※提出必須資料
☐ 会社法第435条に係る内容が記載された決算書類（貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書・個別注記表・附属明細書）の写し
☐ その他（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐ 利益相反自己申告書A,B,C（本学の教職員である場合であって、前回の申告時から申告事項に変更がある場合のみ）

	大学発ベンチャー支援申請書記載事項の変更箇所
	☐ 記載事項変更なし
☐ 記載事項変更あり
大学発ベンチャー支援申請書の下記の記載事項に変更がある場合、変更後の内容をご記載ください

企業の情報（企業名、代表者名、所在地）
１　希望する支援の内容
２　支援希望期間
４　事業内容（解決可能な社会課題含む）
５　ビジネスモデル（競争優位性等含む）
６　支援希望の理由（２の変更がある場合のみ）




